
 

 1

平成１８年１月２３日 
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沢井製薬株式会社 子会社「メディサ新薬株式会社」による、 

住友商事グループを割当先とする第三者割当増資実施のお知らせ 

 
 沢井製薬株式会社の連結子会社であるメディサ新薬株式会社におきまして、住友商事株式会社およ

び住商メディケム株式会社を引き受け先とする第三者割当増資を実施することについて、沢井製薬株

式会社、メディサ新薬株式会社、住友商事株式会社および住商メディケム株式会社の４社間におきま

して基本合意に至りましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１． 目的 

メディサ新薬株式会社は昭和６０年の設立以来、沢井製薬株式会社の１００％子会社としてジェ

ネリック医薬品を開発・製造し、沢井製薬株式会社の他、新薬メーカーへもジェネリック医薬品を

販売いたしております。医療費の節減と患者の自己負担軽減のため、経済的なジェネリック医薬品

の使用を促進することは、国の医療費抑制方針とも合致致します。特に薬価が高く長期の治療で薬

剤費負担が高額となるがん患者の場合、抗がん剤のジェネリック医薬品のニーズは高く、メディサ

新薬株式会社では、抗がん剤に特化した開発と品揃えを、新たに積極的に手掛ける事を決定致しま

した。 
その為、国内および海外の豊富なネットワークを持つ会社と提携し、候補医薬品の導入・開発等

を推進・加速する必要があると判断致しました。 
住友商事株式会社及び同社１００％子会社で医薬分野に特化した住商メディケム株式会社は、国

内外の製薬企業との関係も深い上、医療ビジネスのシーズを数多く保有し、製薬事業への進出に積

極的に取組んでおり、抗がん剤のジェネリック医薬品事業に着目しておりました。 
今般の住友商事株式会社および住商メディケム株式会社への第三者割当増資によるメディサ新薬

株式会社への資本参加により、メディサ新薬株式会社の既存事業の拡充および新規抗がん剤ジェネ

リック医薬品開発事業の円滑な立ち上げを目指して参ります。 

沢 井 製 薬 株 式 会 社               
代表取締役社長  澤 井  弘 行 

（コード番号 ４５５５・東証第一部） 

問合せ先     常務取締役       
 管理本部長兼  佐 藤  博 之       
 経営効率部長 

電話番号 ０６－６９２８－７０７１ 

住 友 商 事 株 式 会 社  
代表取締役社長  岡  素 之 

（コード番号 ８０５３・東証第一部） 

問合せ先     広報部長   井 場  満  

電話番号 ０３－５１６６－３０９６ 
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２． メディサ新薬株式会社における第三者割当増資の概要 

（１）発行株式   普通株式  ３，２３０株 
（２）発行価額総額   １２億２，７４０万円 
（３）払込期日   平成１８年１月 ３１日（予定） 
（４）増資後の株主構成  沢井製薬株式会社  約６５％ 
     住友商事株式会社  約２０％ 
     住商メディケム株式会社 約１５％ 

３． メディサ新薬株式会社の概要（平成 1７年３月３１日現在） 

①商号   メディサ新薬株式会社 
②代表者   代表取締役社長  岩佐 孝 
③本社所在地  東京都中央区日本橋本町４－１５－１９ 
④主な事業内容  医療用医薬品（ジェネリック医薬品）の製造販売 

    消化器官・循環器官用薬など医療用医薬品１１０品目 
⑤設立   昭和６０年３月 
⑥決算期   ３月３１日 
⑦従業員数   ９０名 
⑧資本金   ３００百万円 
⑨発行済株式数  ６，０００株 
⑩株主構成   沢井製薬株式会社 １００％ 

 
４． 住商メディケム株式会社の概要（平成１７年９月３０日現在） 

①商号          住商メディケム株式会社 
②代表者         代表取締役社長 木村 榮 
③本社所在地       東京都中央区晴海１－８－１２ 
④主な事業内容      医薬品原体、賦形剤、中間体、反応助剤、食品添加物の販売 
⑤設立          昭和４９年１１月 
⑥決算期         ３月３１日 
⑦従業員数        ３１名 
⑧資本金         １３８百万円 
⑨発行済株式数      １，４００，０００株 
⑩株主構成        住友商事株式会社１００％ 

５． 業績への影響 

本件による、沢井製薬株式会社および住友商事株式会社における平成１８年３月期業績への影

響はありません。 
 

以 上 


